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14時 00分 開会 

○沼田会長 ただいまより、令和７年度第２回八王子市環境審議会を開催します。 

出席者が過半数を超えているため、会議の成立を宣言します。注意事項について、事務局

より説明をお願いします。 

○田中環境政策課主査 事務局から注意事項についてご説明します。 

  本日は、Ｗｅｂと対面それぞれからご参加いただいております。通信状況が不安定な

場合等あるかと思いますが、あらかじめご了承ください。 

  Ｗｅｂ参加の方は、ご発言するとき以外はマイクをオフにしてください。ご発言の際

は、Ｗｅｂ参加の方は挙手ボタンを、対面参加の方は挙手をお願いします。 

  また、ご発言の際は、お名前をおっしゃってから発言していただくようお願いいたし

ます。チャット機能なども活用いただければと思います。 

  最後になりますが、本会議は会議録作成のため録音させていただきますのでご了承く

ださい。ご協力をよろしくお願いします。 

○沼田会長 それでは次第に沿って進行します。 

  議題１「大気測定室の削減について」、ご説明をお願いします。 

〇原田環境保全課長補佐 

  それでは、大気汚染測定室削減について説明させていただきます。 

  1 ページをご覧ください。かつては工場や自動車からの排出により大気汚染が深刻で

したが、各種規制の強化や技術の進歩により、大気環境は改善してきました。 

  そのような状況を踏まえ、測定体制を見直し、一部の大気測定局を削減することとし

ました。その理由と、今後の対応についてご説明します。よろしくお願いいたします。 

   ２ページ目は目次となっております。本資料は第１章から第４章までで構成されてお

り、はじめに、第１章では、大気汚染測定室の概要についてご説明します。 

  ３ページ目をご覧ください。大気汚染測定室の概要になります。 

  大気汚染防止法の規定により、国から法定受託事務として、本市が測定室を設置・管

理し、24時間 365日、大気汚染の測定を行う常時監視を実施しています。 

  常時監視に関する事務は、国が定める事務処理基準に基づいて行われますが、測定室

や測定項目の数、設置場所などについては、この事務処理基準に基づき自治体が地域性

を考慮しながら決定することができます。 

   現在、本市では、住宅地や道路沿線など、人の生活環境がある場所に７か所の測定室 
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 を設置し、常時監視を行っています。測定場所および測定項目は表に示すとおりです。 

  また、各測定室で測定されたデータは自動的に送信され、市のホームページ上で確認

することができます。 

  ４ページをご覧ください。測定室の所在地は、地図のとおりの配置となっております。 

  このうち、①片倉町、②館町、③大楽寺町、⑤八木町の４つの測定室は、協定に基づ

き、測定データを東京都へ提供しています。 

  提供されたデータは、都が設置している測定局のデータと同様に公表されており、市

の測定室でありながら、東京都の基準局としての位置づけも受けています。 

   ５ページをご覧ください。続いて第２章では、測定室見直しに係る状況について整理

しています。 

   次に６ページになります。現在、国が定める事務処理基準では、人口、大気環境、社

会的状況などに変化があった場合には、測定室の数や配置について再検討し、必要に応

じて見直すこととされています。 

  また、事務処理基準自体も大気環境や社会状況の変化に応じて改定が続けられており、 

 改定後の基準に照らして、測定室や測定項目の数の見直しを行う自治体も増えています。 

   本市で最後に測定室の見直しを行ったのは、平成 16年であり、それから約 20年経過 

 しています。この間に、さまざまな状況の変化がありました。 

   例えば、事務処理基準の改定により、測定室や測定項目の算定方法が新たに示される

などの変化が生じています。こうした状況を踏まえ、本市においても、現在の測定室の

数が適正であるかどうかについて検討を行いました。 

   検討にあたっては、１点目として市内の大気汚染の状況、２点目として測定室の老朽

化、３点目として国の動向、この３点について整理し、検討結果をまとめました。 

  次に７ページ、まず１点目、市内の大気汚染の状況についてです。 

   測定すべき大気汚染物質のうち、ほとんどの測定室で測定している二酸化窒素、浮遊

粒子状物質、微小粒子状物質の３項目について、経年変化をグラフにまとめました。 

  なお、微小粒子状物質については、長期と短期の環境基準があるため、２つのグラフ

を示しています。これらの項目を含め、全体として大気汚染は改善傾向にあり、現在は

光化学オキシダントを除き、すべて環境基準を達成しています。光化学オキシダントに

ついては、基準が非常に厳しく、全国的にも未達成の地域が多い状況です。今後、この

改善傾向が悪化に転じる可能性は低く、引き続き環境基準を達成し続ける可能性が高い
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と考えられます。 

  ８ページの浮遊粒子状物質、９ページの微小粒子状物質（長期的基準）、10 ページの

微小粒子状物質（短期的基準）、いずれについても現在、環境基準を達成しており、年々

減少傾向にあります。 

   11 ページ、②測定室の老朽化の状況についてです。多くの測定室については、工場

や自動車から排出ガスによる大気汚染が深刻であった昭和 40年代から 50年代にかけて

設置されました。 

  川口町測定室は前回、平成 16年の見直し時に設置されたため比較的新しいものの、そ

れでも 20年が経過しています。それ以外の測定室については、設置後 40年から 50年が

経過しています。写真に示すとおり、老朽化に伴う問題がすでに顕在化しており、今後、

建物や付帯設備を維持・更新し続けられるかが課題となっています。 

  次に 12ページ、３点目として、今回の見直しとは直接関係しませんが、最近の国の動 

 向について簡単にご説明します。 

  地方分権改革における地方公共団体からの提案を受け、環境省は「令和７年度環境大

気常時監視に関する検討会」を設置しました。測定室の更新や維持管理費用が自治体の

大きな負担となっている現状を踏まえ、国としても、事務処理基準の見直しにより、測

定室の統廃合を含めた監視体制の合理化を検討しています。 

  現在の設置基準は平成 17年に改定以降、微修正は行われているものの、基本的な考え 

 方は変わっていません。 

  自治体にとって測定室の維持が大きな負担であることから、削減を可能とする事務処

理基準の見直しが提案され、国もその検討を進めている状況です。検討会の内容からは、

大気汚染の改善を理由に、設置基準を緩和する方向性が示されていると考えられます。 

  次に 13ページ目、以上、３点を整理した結果、常時監視の対象である大気汚染は環境 

 基準を達成し、確実に改善しています。 

  一方で、測定室の老朽化に伴う維持管理費は、今後さらに増大すると見込まれます。

これは本市に限らず、全国的な傾向です。このことから、国も測定室の削減を含めた監

視体制の合理化を進めるものと考えられます。 

  本市としても、大気汚染の改善に対応しつつ、必要な常時監視体制を確実に維持する

ためには、測定室の削減を伴う見直しが必要であるとの結論に至りました。 

  なお、国による事務処理基準の改定時期は未定であるため、今回の見直しは、改定を
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待たず、現行の事務処理基準に基づいて行います。 

  次に 14ページ目、第３章では、事務処理基準に基づき、削減可能な測定室数を算定し 

 たうえで、廃止する測定室を選定します。 

  次に 15ページ、検討にあたり、まず事務処理基準における測定室数および測定項目数 

 の算定方法についてご説明します。 

  事務処理基準では、①自治体ごとの望ましい測定室数を算定し、②その測定室の数を

上限として、測定項目ごとの望ましい数を算定する、という順序になっています。その

ため、測定室数だけでなく、測定項目ごとの数についても、見直し後に基準を満たす必

要があります。 

  まず測定室数についてですが、人口と可住地面積から算定し、少ない方を採用するこ

ととされています。本市では、可住地面積による算定を採用し、望ましい測定室数は５

か所となります。現在は７か所設置しているため、測定室数としては２か所の削減が可

能となります。 

  16ページ、測定項目ごとの数についてです。事務処理基準では、過去３年間の測定結 

 果と環境基準を比較し、その達成状況に応じて補正値を掛け合わせます。補正値は基準

値に対し 30％以下が 1/3、30％～70％以下が 1/2、70％を超える～未達成が 1/1 の３区

分です。 さらに、測定項目ごとに追加の補正値が設定されている場合は、それを加味し

ます。 

  この図では、二酸化窒素と浮遊粒子状物質が正の補正値、一酸化炭素は負の補正値が

設定されています。補正後の結果が、自治体ごとの必要な（望ましい）設置数となりま

す。現在の設置数から差し引いた結果、二酸化窒素と微小粒子状物質は３、浮遊粒子状

物質は２、一酸化炭素は１か所が削減可能と判断されます。 

  次に 17ページ、廃止対象の選定にあたっては、測定データが蓄積されているほど重要

度が高いため、歴史が浅い順に川口町、打越町、下柚木の３か所を赤字で表示しました。 

  近傍の測定室の有無について、４ページで示した地図のとおり、片倉町と打越町がそ

れぞれ近接しているため、その２か所を赤字で表示しています。削減できない測定項目

については、16ページで選定した二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、微小粒子

状物質のいずれかのみを測定している測定室が削減可能と判断し、赤字で表示していま

す。 

  考慮すべき事情については、片倉町、館町、大楽寺町、八木町の４か所は東京都の基
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準局、つまり東京都の測定室としても位置づけられており、都もこの４か所の測定デー

タを公表しています。 

  川口町は、前回の見直し時に、市北部地域の監視の必要性が指摘され、設置されたと

いう経緯があります。考慮すべき事情が特にない、下柚木、打越町を赤字表示としてい

ます。 

  比較の結果、重要性が相対的に低いと判断された下柚木および打越町を廃止対象とし

ます。なお、両測定室を廃止した場合でも、16ページで説明した、測定項目ごとの削減

可能数範囲内であり、事務処理基準上も問題はないと判断しています。 

  次に 18ページ、第４章、地元町会への説明経過と今後のスケジュールについてです。 

  19 ページ、これまでの経過ですが、昨年 11 月から今年１月末にかけて、町会自治会

連合会事務局、地域の連合町会、そして下柚木および打越町の各町会、自治会に説明 

 を行いました。現時点で、地元住民からの反対意見や要望は寄せられていません。 

  今後のスケジュールとして、両測定室での常時監視は令和８年度末、令和９年３月末

をもって終了し、廃止する予定です。 

○沼田会長 ご説明ありがとうございました。ただいまのご説明に関しましてご意見をお

願いします。 

〇松山委員 東京都と混同しているかもしれないが、測定室は道路沿いに設置のものと住

宅地に設置のものの２種類あるが、７か所中下柚木と打越町は自排局。２局を廃止して

も市内には自排局と一般局が残るということになるのか。 

〇大山環境保全課長 残る５局のうち、八木町が自排局であるため、自排局と一般局の両

方が残ることになる。 

○櫻井副会長 国でも廃止の議論が進んでいて、市も廃止の議論があることは理解できる

が、廃止する２局はどちらも自排局。特に野猿街道沿いの自排局である、下柚木を廃止

することの問題点は議論されたのか。 

〇大山環境保全課長 残る 5局で市域全体をカバーできるとの判断である。 

〇櫻井副会長 野猿街道沿いには、東京都の自排局である川崎街道百草園局がある。八王

子市域のみに議論を限定せず、下柚木の代わりとして東京都からデータをもらうといっ

た補完を考えてもいいのではないか。 

〇大山環境保全課長 おっしゃる通り、特に東部地域は多摩ニュータウン等の住宅地や主

要幹線道路が市外とつながっているため、市外にある測定局のデータを活用し補完する
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という手法も考えられる。 

〇櫻井副会長 今後、市民への説明などで補足していくとよいと考える。 

  令和８年に光化学オキシダントの環境基準改正があり、今後国の議論の中で PM2.5の

環境基準もさらに下げる予定である。オキシダントや PM2.5未測定の測定室にそれぞれ

の測定器を設置することも検討すべきである。 

  今回削減する２つの測定室で PM2.5を計測しているので、他の測定室に計測器を移す

などの対応をしていただくとよいのではないか。 

〇大山環境保全課長 時代により必要とされる測定の項目が変わってくると考える。ご提

案の内容も状況により検討していきたい。  

〇西山委員 下柚木と打越町の２局が廃止後、その地域をどこの測定室がカバーするのか。 

〇大山環境保全課長 打越町の近くには片倉町がある反面、下柚木は近くにないが、市内

５カ所で市内全域をカバーできると考えている。 

〇西山委員 設置基準に合致しているのか。 

〇大山環境保全課長 そのとおりである。 

〇中野委員 地図で見ると今回打越町と下柚木を廃止すると、東側がまとめてなくなって

しまうので、下柚木は残るとよいのではと感じた。項目の見直しも今後の検討材料とし

たい。 

〇大山環境保全課長 ピンポイントで見れば、そこだけなくなってしまうが、市全体でみ

て５カ所でカバーできると判断する。 

〇沼田会長 下柚木の SPMが高めに出ている。数値としては差が小さいのかもしれないが、

対外的な説明のためにはもっとデータを集め、根拠を補強すべきと考える。 

 時間帯ではなく日単位で見ると特徴が見えてくると感じた。大きな問題はないと思うが、

廃止の前にまだ時間があるので検討してもらいたい。 

〇大山環境保全課長 毎日測定しているので、分析していきたい。 

〇櫻井副会長 補足であるが、地図で見ると東側が寂しく見えるが、環境省大気汚染物質

広域監視システムで見ると測定密度が高い。全体でみると６番がなくなることで、ポッ

カリ空くことはないと考える。 

〇櫻井副会長 また、都の光化学スモッグ警報発令の根拠となる光化学オキシダントを測

定している市内の測定室はどこか。 

〇大山環境保全課長 片倉町と館町である。 
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〇櫻井副会長 大楽寺町と川口町の両測定室がある地域とは空気質が異なると思われるの

で、補強を考えた方がよい。 

〇大山環境保全課長 その点については検討したい。 

○沼田会長 続きまして、議題２「建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度について」

説明をお願いします。 

○髙橋環境政策課課長補佐 それでは、「建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度につ

いて」、ご説明いたします。なお、今回の報告は令和７年９月８日に開催された環境審議

会にて報告させていただいた以後の本制度における経過等について報告するものです。 

  ２ページをご覧下さい。制度概要について、本制度は、市町村が促進計画を作成・公

表することで、当該計画の区域内において、「建築士による再エネ導入効果の説明義務」

や「形態規制の合理化」などの措置が適用されます。 

  「建築士による再エネ導入効果の説明義務」は、条例で定める用途・規模の建築物が

対象となり、建築主に対して設置可能な再エネ設備を書面で説明しなければなりません。 

「形態規制の合理化」は、促進計画に定める特例適用要件に適合して再エネ設備を設置す

る場合、建築基準法の形態規制について特定行政庁の特例許可対象となります。 

 ３ページをご覧ください。経過についてですが、前回の環境審議会以降、令和７年９月、

10月に促進計画及び条例の素案についてパブリックコメントを実施しました。パブリッ

クコメントの詳細は、のちほど説明させていただきます。 

  また、令和７年 11月に東京都建築士事務所協会などの建築士関連団体への説明を実施

しました。その後、令和７年 12月には、条例を議案として上程し、議会での議決を経て

公布されました。また、同時期に促進計画を公表しています。 

  令和８年１月からは、全日本不動産協会などの関連団体への説明や市民向けの制度周

知などを実施しています。制度周知の詳細は、のちほど説明させていただきます。 

  そして、令和８年４月１日から、本制度が施行されます。なお、促進計画や条例につ

いての詳細は、のちほど説明させていただきます。 

  ４ページをご覧ください。パブリックコメントについてですが、促進計画の素案と条

例の素案を公表し、令和７年９月 16日から令和７年 10月 15日まで意見募集を実施しま

した。意見提出者数は 13人で、24件の意見が提出されました。 

  意見の内訳としては、促進計画の素案に関することが 24件、条例の素案に関すること

が０件となります。 
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  ５ページをご覧ください。パブリックコメントにおける主な意見と市の考え方につい

てですが、「再エネ設備促進の影響」については、再エネ設備促進によるマイナス面につ

いてのご意見でした。これに対し、特例許可制度について市街地の環境を害するおそれ

がある場合などは、その限りでないことを市の考え方として示しています。 

 「費用負担と補助制度」については、支援制度の充実や周知についてのご意見でした。

これに対し、市の補助金実施に加え、国や都の補助制度の周知を図ることを市の考え方

として示しています。 

 「再エネ設備の処分廃棄」については、再エネ設備の廃棄やリサイクルについてのご意

見でした。これに対し、市のホームページによる適正な処理についての発信に加え、市

で作成する建築主向けの説明用リーフレットにおいて、太陽光発電設備の維持管理や処

分・リサイクルについて掲載するなど、普及啓発を行うことを市の考え方として示して

います。 

 「建築士の説明義務」については、建築士に説明してもらいたい事項についてのご意見

でした。これに対し、市で作成する建築主向けの説明用リーフレットにおいて、経済性

シミュレーションや CO₂削減量を掲載するなど、説明時にメリットやデメリットなどが

わかるよう、普及啓発を行うことを市の考え方として示しています。 

  ６ページをご覧ください。パブリックコメントにおける主な意見と反映箇所について

ですが、促進計画については、パブコメの意見をもとに、ペロブスカイト太陽電池に関

する記述や太陽光発電設備、太陽熱利用設備の補足図を追加しました。 

  補助制度については、パブコメの意見をもとに、市の再エネ利用機器等設置費補助制

度において、建築物再エネ利用促進区域制度の特例許可制度を活用したソーラーカーポ

ート等における補助を実施予定です。  

  説明用リーフレットについては、パブコメの意見をもとに、太陽光発電設備の処分・

リサイクル、経済性シミュレーション、デメリットについて記載しています。 

  ７ページをご覧ください。促進計画の概要についてですが、以下の内容を促進計画で

定めます。 

  （１）促進区域の区域・位置は、「八王子市全域」とします。（２）建築物への設置を促

進する再エネ利用設備の種類は、「太陽光発電設備」及び「太陽熱利用設備」とします。 

  （３）特例適用要件は、表のとおりとします。それぞれの許可に対する特例適用要件に

ついては、項目が多いため割愛させていただきますので、のちほどご確認ください。 
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  ８ページをご覧ください。条例の概要についてですが、促進区域内の建築士の説明義

務を生じさせるため、「八王子市建築物再生可能エネルギー利用促進区域内における説明

義務の対象となる建築物の用途及び建築の規模を定める条例」を新設しました。施行日

は令和８年４月１日となります。 

  条例で定める内容についてですが、建築物の用途は、建築物省エネ法第 20条第２号及

び第３号に規定する建築物の用途以外のもので、文化財等や仮設の建築物を除く用途の

建築物となります。建築の規模は、当該建築に係る部分の床面積の合計が 10平方メート

ルを超えるものとなります。 

  ９ページをご覧ください。制度周知についてですが、「全般」の取組としては、説明用

リーフレットの作成などに加え、東京都のホームページにも情報を掲載しています。 

「事業者向け」の取組としては、建築士関連団体への説明に加え、商工会議所や全日本不

動産協会などの建築物に関係する団体への説明を実施しています。また、東京都と連携

し「東京都省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム」のメルマガにて制度周知を実施

しました。今後は、道路敷地照会時に周知資料の同封を実施予定です。 

  「市民向け」の取組としては、市民向けイベントや SNSでの周知に加え、桑都ペイア

プリを活用した周知や市施設への周知用リーフレットの配架などを実施しています。ま

た、市の再エネ利用機器等設置費補助制度において、建築物再エネ利用促進区域制度の

特例許可制度を活用したソーラーカーポート等における補助を実施予定です。 

  「その他」の取組としては、国土交通省連絡会議にて全国の自治体向けに取組を発表

しました。 

   10 ページをご覧ください。今後の課題についてですが、建築士の説明義務や再エネ

利用設備設置の実績把握について、課題と考えています。現行の制度では、義務となる

建築士の説明の履行状況や再エネ利用設備の設置状況の、建築確認申請に添付される書

類のひとつである建築計画概要書への記載について、法律で規定されていないため、強

制力がなく、実績把握が難しい状況です。 

   これらのことから、今後、建築士向けの任意のアンケートを検討中ですが、任意のた

め、あまり回答が集まらないことが予想され、実績把握については、今後の課題となり

ます。 

  実績把握については、東京都にも課題として報告し、国への連絡を依頼しています。 

   なお、促進計画、条例、説明用リーフレット、パブコメの実施結果については、参考
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資料として資料２-２から２-５に掲載していますので、ご確認ください。 

   11ページをご覧ください。こちらの資料は前回の環境審議会での資料の抜粋となりま

すので、全体像の把握の一助としてご覧ください。説明は、以上となります。 

○沼田会長 ご説明ありがとうございました。ただいまのご説明に関しましてご意見をお

願いします。 

〇山口委員 前回も質問したが、建築士団体へ説明した際にどのような意見があったのか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 建築士協会からは質問等は一切なかった。不動産協会

の方々からはレアなケースで建築主と不動産会社が一緒だった場合どうなるのかといっ

た質問があった。 

〇山口委員 既に導入している他地方自治体へのヒアリングは行ったと思うが、どのよう

な意見があったか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 先行して実施している調布市の例を参考にした。調布

市でも同じようなことが懸念としてあげられていて、たとえば特例許可基準をつくって

建ぺい率などの緩和策を講じたが、そもそも申請がない。また、八王子市でも建築主か

らの説明義務の実績把握が任意のアンケートになってしまうので、実績をどう把握して

いくかが課題である。 

〇櫻井副会長 ５ページのパブリックコメントに対する市の考え方で、「市街地の環境を害

するおそれがある場合はその限りではない」とあるが、判断基準が難しいと感じた。ア

セスの法律に従うものか、設置後もライフサイクルアセスメントを考えた評価も必要に

なってくるのではないか。具体的に実施に移る場合、丁寧に対応していく必要があると

感じた。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 市が想定しているのは高さ制限を越えて、ソーラーカ

ーポートを設置した場合、影が出て隣家に影響を及ぼす。また避難路となる箇所にソー

ラーカーポートで塞いでしまうといったことがあげられる。その点は支障が出ないよう

に対応していきたい。  

〇櫻井副会長 影響を全くゼロにすることは難しいので、具体的に実施する際に丁寧な議

論が必要となる。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 建築部門とも連携をとりながら対応していきたい。 

〇櫻井副会長 パブリックコメントの期間を１か月設けたが、通常そのくらいの期間をと

るものなのか。 
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〇井上ゼロカーボン推進担当課長 市のルールとしては１ヶ月である。 

〇中島委員 建築主への説明義務は建築士にとっては負担であるが、建築主にとっては特

例措置がある太陽光発電をより大きく設置できるといったメリットもある。建築士の理

解と後押しが必要となる。建築士の方にこの制度に協力してもらう工夫・アイデアはあ

るのか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 建築士へ負担がかかることは懸念している。なるべく

建築士の手を煩わせないために 建築主へのリーフレットなどは市で作成する予定であ

るが、建築士へのインセンティブは今のところ考えていない。 

〇中島委員 高さ制限など建築士しかわからない内容を説明することで、利用促進にもつ

ながると思うので、協力してもらえる工夫をお願いしたい。一般の建築主に向けても丁

寧に説明していくことが大事であると考えるので、他自治体の情報収集をしていただけ

たらよいのではないかと考える。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 今後も宅建協会など関係団体に説明に行く予定である。

制度が始まった後に課題が出てくると思うので、丁寧に対応していきたい。 

〇沼田会長 調布市を参考にしたとのことだが、都以外はどのくらい進んでいるのか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 八王子市が９市目。近隣であると東京都と神奈川県し 

 かない。建物が多い自治体がこの制度を導入している。今年度は中野区が予定している。 

〇沼田会長 最初に実施した自治体はどこになるのか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 令和６年４月法改正で、令和７年４月に港区が始めた。 

〇沼田会長 先行事例を見ると課題が見えてくるのではと考えた。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 東京都が開催している連絡会で情報収集していきたい。  

〇沼田会長 審議会終了後にもご意見等ありましたら、環境政策課までご連絡をお願いし 

 ます。最後に事務局より連絡事項があればお願いします。 

○田中環境政策課主査 本日も活発なご議論ありがとうございました。 

  今年度も八王子市環境審議会に御協力賜りましたこと、誠に感謝申し上げます。12期

の委員の皆様の任期は本年４月 29日までとなっておりますが、今年度予定していた会議

は本日で全て終了いたしました。 

  議題３「その他 退任者の挨拶について」に移ります。 

 審議会の任期は市の規則により原則最長８年となっております。今回をもちまして、５ 

 名の委員の皆さまが８年の任期を満了されることとなりますが、大変多くの委員が同時
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に任期満了を迎えることから、今後の審議会運営における、円滑な引継ぎを図るため、

市といたしましては、沼田会長にさらに１期務めていただくようお願いをいたしました。

この点につきまして、沼田会長ご本人の内諾をいただいておりますので、報告させてい

ただきます。 

  それでは、今回をもちまして８年の任期を満了される櫻井副会長、中島委員、大竹委

員、上村委員４名のうち、本日ご出席いただいております櫻井副会長、大竹委員、中島

委員、また、今期をもって退任される船江委員よりひと言ずつご挨拶を頂戴したいと思

います。 

        ～櫻井副会長から順次あいさつ～ 

○田中環境政策課主査 ありがとうございました。 

  その他の委員の皆様には、ご推薦の状況等もあるかと存じますが、次期環境審議会に

も引き続きご就任いただければ幸いでございます。後日、ご就任に対して事務局よりご

連絡いたしますので、よろしくお願いいたします。 

  次回の審議会日程は未定のため、来年度改めてご連絡いたします。委員の皆様には、

お忙しいところ恐縮ですが、引き続きご協力の程どうぞよろしくお願いします。 

○沼田会長 それでは、以上をもちまして令和７年度第２回八王子市環境審議会を閉会し

ます。 

15時 15分閉会 


